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新型肺炎が愛知県の訪日中国人旅行消費額 
に与える影響 

～SARS並みの場合、673.9 億円減少も～ 
 

新型肺炎が、愛知県の訪日中国人旅行消費額に与える影響を試算したので報告する。 

 

中国の訪日外客数と旅行消費額 

日本政府観光局（JNTO）「訪日外客数の動向」および国土交通省観光庁「訪日外国人消

費動向調査」によると、2019 年の中国1からの訪日外客数は 799.6 万人、訪日中国人旅

行消費額は 1兆 7,029億円である2。 

本財団では、2019年の中国から愛知県への訪日外客数を約 45.3万人、訪日中国人旅行

消費額を約 965億円（愛知県の名目県内総生産の 0.24%程度に相当）と推計している3。 

 

訪日中国人旅行消費額は 100億円超押し下げられる 

仮に 2020年１月から４月までの４か月間4、中国の訪日外客数が重症急性呼吸器症候群

（SARS）拡大時の 2003 年４月から７月までの４か月間と同様の前年同月比減少率（▲

35.4%）となった場合5、2020年の愛知県の訪日中国人旅行消費額は約 103.1億円（名目

県内総生産の 0.026%程度に相当）減少する。なお、全国では約 1,821 億円（名目国内

総生産の 0.033%程度に相当）減少する。 

 

影響が長引けば 700 億円弱減少も 

仮に 2020年通年で、中国の訪日外客数が SARS拡大時における最大の減少率を記録した

2003年５月と同様の前年同月比減少率（▲69.9%）となった場合、2020年の愛知県の訪

日中国人旅行消費額は約 673.9 億円（名目県内総生産の 0.17%程度に相当）減少する。

なお、全国では約 1兆 1,899億円（名目国内総生産の 0.22%程度に相当）減少する。 

 

（島澤 諭、難波了一） 

 
1 香港を除く。以下も同様とする。 
2 クルーズ客を除く一般客の数値。以下も同様とする。 
3 上記の全国の訪日外客数を、国土交通省観光庁「訪日外国人消費動向調査」の国籍別都道府県別訪問率

を利用して都道府県別に案分し、都道府県別訪日外客数を推計した。これに同じく国籍別１人１回当たり

旅行消費単価 （パッケージツアー参加費内訳含む）を乗じて都道府県別訪日外国人旅行消費額を推計した。 
4 この４か月間は春節休暇を含む。2019 年の実績から、通年の訪日外客数の 30.2%がこの時期に相当する

ことを仮定している。 
5 今回の新型肺炎同様、SARS もコロナウイルスを原因とする。当時、中国の訪日外客数が大きく減少し

ており、本報告はこれを参考事例とした。2002 年 11 月の中国の症例に始まり、2003 年７月に WHO によ

って終息宣言が出されたが、中国の訪日外客数が前年同月比マイナスとなったのは 2003 年４月から７月ま

での４か月間であった。 
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本レポートは、中部圏の社会・経済に関するタイムリーな話題を、平易かつ簡潔に解説するために執筆されているもの

です。本レポートに関するお問い合わせは、研究部（代表 052-212-8790）までご連絡下さい。 

 

公益財団法人中部圏社会経済研究所とは 

当財団は、財団法人中部産業活性化センター、社団法人中部開発センター、財団法人中部空港調査会の 3 団体か

ら理念と事業を継承し、中部圏である中部広域 9県（富山・石川・福井・長野・岐阜・静岡・愛知・三重・滋賀県）

を事業エリアとする総合的・中立的な地域シンクタンクとして、産業の活性化および地域整備をすすめるため、「広

域計画」、「地域経営」、「産業振興」、「航空・空港」を 4つの柱として事業を展開しています。 

地域や時代のニーズに応え、地域社会の発展に貢献するため、調査研究能力を一層強化し、産学官の連携の中で、

中部広域 9 県という事業エリアを意識して、調査研究をすすめ、広く社会に情報発信しております。 

2010 年 5 月に経済分析・応用チーム（現・研究部）を発足させ、中部圏の経済活動を分析するためのツールの開

発を行い、研究をすすめてきました。2015 年 10 月から、「中部社研経済レポート」を新たに発刊・発表し、タイム

リーなテーマを実証分析して、情報発信を行っています。今後も、調査能力と情報発信の一層の強化・充実をすす

めてまいります。 
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